
証券コード 3515
平 成 30 年 ６ 月 11 日

　

株 主 各 位
　

兵庫県伊丹市行基町１丁目５番地

代表取締役社長 野 添 誉 之
　

第68期 定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第68期定時株主総会を下記のとおり開催致しますので、ご出席下さいま

すようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

のでお手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討いただき、同封の議決権行使書用

紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成30年６月27日（水曜日）当社営業時間

終了の時（午後５時15分）までに到着するようご返送下さいますようお願い申し上げ

ます。

敬 具

記
１. 日 時 平成30年６月28日(木曜日) 午前10時

２. 場 所 兵庫県伊丹市中央６丁目２番33号

伊丹シティホテル（11階 寿の間）

３．目的事項

報 告 事 項 １．第68期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）事業報

告の内容、連結計算書類の内容ならびに会計監査人及び監査役

会の連結計算書類監査結果報告の件

２．第68期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）計算書

類の内容報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役２名選任の件

以 上

＊当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出下さいますようお
願い申し上げます。

＊株主総会参考書類、事業報告、連結計算書類及び計算書類に修正すべき事項が生じた場合は、イン
ターネット上の当社のウェブサイト (http://www.fujico-jp.com) に掲載させていただきます。

＊当日は軽装（クールビズ）にてご対応させていただきますので、株主の皆様におかれましても、軽装
にてご出席下さいますようお願い申し上げます。
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(添付書類)

事 業 報 告

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

１. 企業集団の現況に関する事項
(1) 事業の経過及びその成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、雇用環境の改善が続くなど政府によ
る経済政策の効果がみられ、緩やかな回復傾向で推移いたしましたが、米国の
政策動向や東アジア情勢等、景気の先行きは不透明な状況となっております。
このような状況のもと、当社グループとしましては、如何なる環境変化にも

対応して、持続的発展を遂げられるよう、全力を使って付加価値を創出する、
を基本方針に、「グローバル展開」、「付加価値の創出」、「生産拠点の整備」、「強
固な事業基盤の構築」を重点施策として持続的発展を目指してまいりました。
平成30年３月にはベトナムにSANWA FELT VIETNAM CO.,LTD.を設立し、今後の事
業展開に向けての拠点整備を行いました。
当社グループの業績につきましては、溶剤回収フィルターやトナーシール材

の販売が伸長したことや東日本大震災の廃棄物処理場向けの土木資材の販売が
増加したこともあり、売上高は90億97百万円（前連結会計年度比101.9%）とな
りました。損益面におきましては、材料のコストダウン等売上総利益率の改善
に努めたほか、連結子会社の損益の改善もあり営業利益３億40百万円（前連結
会計年度比193.0％）となり、経常利益４億４百万円（前連結会計年度比148.7
％）、親会社株主に帰属する当期純利益２億85百万円（前連結会計年度比158.9
％）となりました。
　
セグメントの業績は次のとおりであります。

＜環境・エネルギー資材＞
環境・エネルギー資材については、販売は高温耐熱成型断熱材や溶剤回収フ

ィルターが好調に推移しました。その結果、売上高20億41百万円（前連結会計
年度比113.3％）、セグメント利益１億21百万円（前連結会計年度比103.8％）と
なりました。
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＜工業資材＞
工業資材については、販売はトナーシール材や土木資材を中心に堅調に推移

しました。その結果、売上高33億92百万円（前連結会計年度比102.4％）、セグ
メント利益７億32百万円（前連結会計年度比139.1％）となりました。
＜建装・自動車資材＞
建装資材については、販売は前連結会計年度に比べほぼ横ばいとなりました。

自動車資材につきましては、需要の減少により販売は大きく減少しました。そ
の結果、売上高31億40百万円（前連結会計年度比94.9％）、セグメント利益２億
56百万円（前連結会計年度比90.9％）となりました。
＜その他＞
その他事業については、電気資材、衣料資材、帽子帽材等ともに販売の強化

に取り組みました。その結果、売上高５億22百万円（前連結会計年度比103.9
％）、セグメント利益６百万円（前連結会計年度はセグメント損失４百万円）と
なりました。
　

セ グ メ ン ト 別 売 上 高 構 成 比

環 境 ・ エ ネ ル ギ ー 資 材 2,041百万円 22.4％

工 業 資 材 3,392 37.3

建 装 ・ 自 動 車 資 材 3,140 34.5

そ の 他 522 5.8

合 計 9,097 100.0

　
(2) 設備投資及び資金調達の状況

当連結会計年度は、主に本社工場と石岡工場の機械及び装置等に136百万円、
基幹システムの構築等に38百万円の設備投資を行いました。
なお、これらの所要資金は、自己資金で賄っております。

　
(3) 対処すべき課題

今後のわが国の経済見通しにつきましては、人手不足による労働力確保の問
題等引き続き予断を許さない経営環境で推移するものと思われます。
このような環境のもと、当社グループとしましては、引き続き全力を使って

付加価値を創出し、社会に貢献する事業運営を経営の基本として、高品質・高
機能の不織布・フェルトの技術開発を推進し、お客さま満足度を向上させてま
いります。
なお、今後とも収益力の改善対策として、一段の生産体制の効率化や、新製

品の開発によりコスト競争力の強化を図り、企業価値の向上につとめてまいり
ます。
海外関係につきましては、グローバルな運営体制のもと、平成30年３月に設

立したSANWA FELT VIETNAM CO.,LTD.の稼働に向けた整備を行うほか、ソウル連
絡事務所の子会社化を行う等、アジア、欧州、米国などで環境・エネルギー資
材や工業資材を中心に積極的な事業展開を図るとともに、活動基盤を拡大し、
より強固な事業基盤を構築し、海外売上高比率の向上を目指してまいります。
環境面につきましては、当社グループは、ISO14001を通じ、地球環境保全に
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取り組み、環境に配慮した事業活動に取組んでまいります。
また、当社グループの技術の優位性の追求及びコンプライアンスの一層の徹

底にも積極的に取組み、継続的な企業価値の向上につとめてまいります。
株主の皆様におかれましては引き続き一層のご指導、ご支援を賜りますよう

お願い申し上げます。
　

(4) 財産及び損益の状況の推移

区 分
第65期

平成26年度
第66期

平成27年度
第67期

平成28年度

第68期
平成29年度

(当連結会計年度)

売 上 高(百万円) 9,391 9,709 8,926 9,097

経常利益又は経常損失(△)(百万円) 81 △15 271 404

親会社株主に帰属
する当期純利益
又は親会社株主に帰属
する当期純損失(△)

(百万円) 12 △219 179 285

１株当たり当期純利益
又は1株当たり当期純損失(△)

2円75銭 △47円13銭 38円54銭 306円29銭

総 資 産(百万円) 13,580 12,809 12,960 13,279

純 資 産(百万円) 9,406 9,093 9,319 9,733

(注)1.１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失(△)は、期中平均発行済株式数によって
おります。

2.第68期の１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失(△)につきましては、平成29年
10月１日付で普通株式５株を１株に併合しましたが、株式併合が期首に行われたと仮定し
て算出しております。

(5) 重要な子会社の状況 (平成30年３月31日現在)
　

会 社 名 資 本 金 議決権比率 主要な事業内容

富 士 工 香 港 有 限 公 司 800,000HK$ 100％ 各種フェルト類の販売

富士工精密器材(深圳)有限公司 1,000,000元
100％

（100％)
各種フェルト類の加工

株 式 会 社 三 和 フ ェ ル ト 16,000,000円 100％ 各種フェルト類の加工･販売

P T . F U J I K O I N D O N E S I A 9,510,000US$
100％

（0.5％)
各種フェルト類の加工･販売

三 和 氈 子 香 港 有 限 公 司 100,000HK$
100％

（100％)
各種フェルト類の販売

SANWA FELT(THAILAND)CO.,LTD. 10,000,000THB
100％
(99％)

各種フェルト類の加工･販売

SANWA FELT VIETNAM CO.,LTD. 10,847,608,200VND
100％
(100％)

各種フェルト類の加工･販売

(注) 議決権比率の（ ）内は、間接所有比率で内数であります。
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(6) 主要な事業内容 (平成30年３月31日現在)

当社は、環境・エネルギー資材用、工業資材用、建装・自動車資材用、電気
資材用、衣料資材用、帽子・帽材用のフェルト、不織布の製造・販売及び商品
の販売を行っております。

(7) 主要な営業所及び工場 (平成30年３月31日現在)

① 当社の営業所及び工場

名 称 所 在 地

本 社 兵 庫 県 伊 丹 市

本 社 工 場 兵 庫 県 伊 丹 市

石 岡 工 場 茨 城 県 石 岡 市

一 関 工 場 岩 手 県 一 関 市

東 京 支 店 東 京 都 台 東 区

　

② 子会社の営業所及び工場

名 称 所 在 地

富 士 工 香 港 有 限 公 司 中 華 人 民 共 和 国

富士工精密器材(深圳)有限公司 中 華 人 民 共 和 国

株 式 会 社 三 和 フ ェ ル ト 埼 玉 県 北 葛 飾 郡 杉 戸 町

P T . F U J I K O I N D O N E S I A イ ン ド ネ シ ア 共 和 国

三 和 氈 子 香 港 有 限 公 司 中 華 人 民 共 和 国

SANWA FELT(THAILAND)CO.,LTD. タ イ 王 国

SANWA FELT VIETNAM CO.,LTD. ベ ト ナ ム 社 会 主 義 共 和 国

　

(8) 従業員の状況 (平成30年３月31日現在)

① 企業集団の従業員の状況

従 業 員 数 前連結会計年度末比増減数

445名 9名増

(注) 従業員数は就業人員であります。

② 当社の従業員の状況

従業員数 前期末比増減数 平均年齢 平均勤続年数

333名 8名増 44.8歳 13.5年

(注) 従業員数は就業人員であり、子会社への出向者10名は含まれておりません。
　

(9) 主要な借入先及び借入額 (平成30年３月31日現在)

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 489百万円

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 105
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２. 当社の株式に関する事項

　 ① 発行可能株式総数 普通株式 4,000,000株

　 ② 発行済株式の総数 普通株式 931,672株

(自己株式68,328株を除く)

　 ③ 株主総数 540名

④ 大株主 (上位10名)

株 主 名 持 株 数 持株比率

日 本 土 地 建 物 株 式 会 社 171,000株 18.4％

勧 友 商 事 株 式 会 社 129,028 13.8

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 46,400 5.0

泉 株 式 会 社 37,200 4.0

フ ジ コ ー 従 業 員 持 株 会 37,066 4.0

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 23,100 2.5

東 レ 株 式 会 社 21,600 2.3

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 20,000 2.1

楠 本 学 16,200 1.7

株 式 会 社 ニ チ リ ン 15,400 1.7

(注) 持株比率は、自己株式（68,328株）を控除して計算しております。

３. 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４. その他株式に関する重要な事項

該当事項はありません。
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５. 会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等
　

地 位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 社 長 野 添 誉 之

常 務 取 締 役 西 脇 敬 営業統括、物流、購買担当

常 務 取 締 役 稲 田 一 英
製造統括、開発、品質保証、生販管理担当兼生産
技術部長兼品質保証室長兼一関製造部長兼
PT.FUJIKO INDONESIAコミサリス

常 務 取 締 役 村 田 義 樹
企画、総務、経理・財務、業務担当兼企画室長兼
法務部長兼業務部長

取 締 役 村 井 健 三 東京営業部長兼海外事業部長

取 締 役 作 井 治 人

常 勤 監 査 役 野 瀬 義 一

監 査 役 調 俊 彦 日本オイルポンプ株式会社 代表取締役社長

監 査 役 打 越 誠

(注) 1. 取締役 作井治人氏は、社外取締役であります。
2．監査役 調 俊彦、打越 誠の両氏は、社外監査役であります。
3．取締役 作井治人氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出
ております。
4．監査役 調 俊彦氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所に届け出
ております。

　

(2) 責任限定契約の内容の概要

当社は、平成23年６月29日開催の第61期定時株主総会で定款を変更し、社外

取締役及び社外監査役の責任限定契約に関する規定を設けております。

当該定款に基づき当社と社外取締役は、会社法第427条第１項の規定に基づ

き、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、同法第425条第１項に定める最低

限度額としております。

　

(3) 取締役及び監査役の報酬等の額
　

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役 6名 102,060千円

監 査 役 3 17,415

合 計 9 119,475

（うち社外役員） （ 3 ） （ 14,760 ）
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(4) 社外役員に関する事項

社外取締役

① 重要な兼職先と当社との関係

　作井治人氏の重要な兼職先については、該当事項はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

【取締役会】

　当事業年度におきましては、合計14回の取締役会（定時取締役会13回、臨

時取締役会１回）を開催しました。作井治人氏は14回中14回出席しました。

主に経験と知識に基づいた企業ガバナンスの見地から議案審議などに、必要

な発言を適時行いました。

　

社外監査役

① 重要な兼職先と当社との関係

　調俊彦氏は日本オイルポンプの代表取締役社長であります。打越誠氏の重

要な兼職先については、該当事項はありません。また、当該兼職先と当社と

の間に特別の利害関係はありません。

② 当事業年度における主な活動状況

【取締役会】

　当事業年度におきましては、合計14回の取締役会（定時取締役会13回、臨

時取締役会１回）を開催しました。調俊彦氏は14回中12回、打越誠氏は14回

中14回出席しました。各社外監査役は、適宜質問を行い意見を表明するなど、

監査機能を十分に発揮しました。

　

【監査役会】

　当事業年度におきましては、合計13回の監査役会を開催しました。調俊彦

氏は13回中11回、打越誠氏は13回中13回出席しました。各社外監査役は、監

査役会で定めた監査方針に従って、取締役会その他重要な会議への出席、重

要な書類の閲覧、各部門や事業所の監査、子会社調査等を行い、監査役会に

報告しました。
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６. 会計監査人に関する事項

(1) 会計監査人の名称

有限責任 あずさ監査法人

(2) 当該事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

　 当事業年度に係る会計監査人としての報酬等 32,000千円

(注) 1. 当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に
関する実務指針」を参考に、前事業年度までの監査計画と実績の比
較、監査時間及び報酬額の推移等を確認したうえで、当事業年度の監
査予定時間及び報酬額の妥当性を検討した結果、会計監査人の報酬に
つき、会社法第399条第１項の同意を行っております。

2. 当社と会計監査人との間の監査契約におきましては、会社法に基づく
監査と金融商品取引法に基づく監査の額を区分しておりませんので、
上記の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等を含めておりま
す。

(3) 当社及び連結子会社が会計監査人に支払うべき報酬等の

合計額
32,000千円

当社の重要な子会社であります富士工香港有限公司、富士工精密器材(深圳)
有限公司、PT.FUJIKO INDONESIA、三和氈子香港有限公司及びSANWA FELT
（THAILAND）CO.,LTD.は、当社の会計監査人以外の会計事務所の監査を受けてお
ります。

　
(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

当社監査役会は、会計監査人が会社法・公認会計士法等の法令に違反、抵触
した場合、その事実に基づき当該会計監査人の解任が妥当と判断した場合は、
監査役会規則に則り会計監査人を解任いたします。
また、当社監査役会は、会計監査人の適格性、専門性、当社からの独立性そ

の他の評価基準に従い総合的に評価し、会計監査人の変更が必要であると認め
られる場合には、株主総会に提出する会計監査人の解任または不信任に関する
議案の内容を決定いたします。
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７. 会社の体制及び方針

(1) 業務の適正を確保するための体制
１．当社及び当社子会社（以下、「当社グループ」という。）の取締役（海外子会

社の取締役相当職を含む。以下「取締役等」という。）及び使用人の職務の執
行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

（１）取締役等及び使用人は、内部統制システムに関する規程規則に従い法令・
定款及び社会規範を遵守した行動をとる。

（２）当社グループ全体の、コンプライアンス(法令遵守）全体を統括する組織と
して、社長を委員長とし、社外弁護士も参加する「コンプライアンス・リ
スク管理委員会」を設置する。

（３）製造業として重要な課題である「環境・安全」関係の法令等については、
環境面は、「ＩＳＯ14001環境マネジメントシステム」により管理し、安全
面については、「安全衛生委員会」を活用運営する。

（４）コンプライアンスの推進については、取締役等及び使用人が、それぞれの
立場でコンプライアンスを自ら問題としてとらえ業務運営にあたるよう、
あらゆる機会を捉え、研修を行い指導する。

（５）当社グループは、相談・通報体制を設け、取締役等及び使用人が、社内に
おいてコンプライアンス違反行為が行われ、又は行われようとしているこ
とに気がついたときは、総務部長、常勤監査役又は社外弁護士等に通報
（匿名も可）しなければならないと定め、ガバナンス体制を強化する。
また当社グループは、通報内容を守秘し、通報者に対して不利益な扱いは
行わない。

　
２．取締役等の職務の執行に係る文書及び情報の保存・管理に関する体制
（１）取締役等の職務執行に係る情報については、法令及び文書管理規程ほか社

内規程に基づき、その保存媒体に応じて適切かつ確実に検索性の高い状態
で保存・管理する。

（２）職務の執行に係る文書及び情報は、文書管理規程に基づき保存管理すると
共に取締役等及び監査役はこれらの情報をいつでも閲覧できるものとする。

　
３．当社グループにおける損失の危機管理に関する規程その他の体制

（１）当社グループで想定される事業活動における多様なリスクを把握、管理す
るため、個々のリスクに応じ制定した規程規則に基づき、その把握と管理
のためのリスク管理体制を確保する。

（２）リスク管理全体を統括する組織として「コンプライアンス・リスク管理委
員会」を設け、リスク管理規程を定め管理体制を構築する。

（３）有事においては、社長を本部長とする「緊急対策本部」が統括して危機管
理にあたり損害の拡大を防止し、これを最小限に止める体制を整える。

（４）平時においては、各部門において定期的にリスクの洗い出しや検証を行い、
そのリスクの軽減に取り組む。
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４．当社グループの取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するた
めの体制及び業務の執行の報告に関する体制

（１）取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制の基
礎として、当社取締役会（取締役会規則）を月１回開催し、重要事項（取
締役会付議事項規則）の決定ならびに取締役の業務執行状況の監督を行う。
また必要に応じて常務会（常務会規則）を適宜開催し、業務執行に関する
基本的事項及び重要事項に係わる意思決定を機動的に行う。

（２）当社グループの将来の事業環境を踏まえ、中期経営計画及び各年度予算を
立案し、全社的な目標を設定する。
各部門においては、その目標達成に向け具体策を立案・実行する。

　

５．当社グループにおける業務の適正を確保するための体制
（１）当社グループの取締役等は、グループ会社経営管理として、当社への決

裁・報告制度による子会社経営の管理を行うものとし、必要に応じてモニ
タリングを行い内部統制の確立と運用の権限及び責任を有する。

（２）取締役等は、グループ会社において、法令違反その他コンプライアンスに
関する重要な事項を発見した場合には、監査役に報告するものとする。

（３）当社が定める「関係会社管理規程」により、各グループ会社は自社の事業
状況及びその他重要事項について、当社へ適宜報告することとしており、
その報告は監査役へ閲覧され、監査役は必要に応じて当社グループ各社に
説明を求めることとする。

（４）当社内部監査室は、内部監査規程に基づき、必要に応じて業務監査・会計
監査・特命による調査を実施する。

　

６．監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制と当該使用人に
関する事項

（１）監査役が補助使用人を求めた場合には、当社の使用人から監査役補助者を
任命することとする。

（２）当該使用人は、他部署の使用人を兼務せず、もっぱら監査役の指揮命令に
従わなければならない。

（３）使用人の取締役等からの独立性を確保するため当該使用人の任命、解任、
人事異動、評価等を行う場合は、予め監査役会の同意を得たうえで取締役
会が決定する。

　

７．取締役等及び使用人等が監査役に報告するための体制その他の監査役への報

告に関する体制及び監査役の監査が実効的に行われることを確保するための

体制
（１）取締役等及び使用人等が監査役に報告すべき事項の範囲及び報告方法を定

め、監査役の情報収集のための体制を確保すると共に、監査役はいつでも
必要に応じて、取締役等及び使用人等に対して報告を求めることができる
こととする。

（２）社内通報に関する規程（内部通報規程）に基づき、社内窓口を担当部署と
監査役、外部窓口を社外弁護士とし内部通報制度を運用し、速やかに通報
状況を窓口関係者間で共有する体制とし、その適切な運用を維持すること
により、法令違反その他のコンプライアンス上の問題について監査役への
適切な報告体制を確保するものとする。
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８．監査役に報告した者が当該報告をしたことを理由に不利な取扱いを受けない

ことを確保するための体制

監査役に前条の報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを理由とし
て、不利な取扱い（報復行為）を行うことを禁止する。

　
９．監査役の職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する

事項

監査役がその職務の執行について当社に対して会社法第388条に基づく費用
の前払い等の請求をしたときは、当該請求に係る費用又は債務が当該監査
役の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかにこれに応
じるものとする。
また監査役がその職務を遂行するために必要と判断したときは、弁護士・
公認会計士・税理士等の専門家に意見を求めることができ、その費用を会
社が負担することを認める。

　
10．反社会的勢力の排除に向けた体制

　 反社会的勢力及び団体からの接触に対しては、「反社会的勢力・不当要求等
のトラブル対策行動基準」に基づき、社外弁護士や警察と連携し、圧力を
受けた場合は毅然とした態度で対処し、一切の関係を持たない。

　
(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

内部統制システムに関する運用状況につきましては、継続的に調査を実施し、
必要に応じて関係機関含め協議しております。また、調査の結果判明した問題
点につきましても是正措置を協議し、より適切な内部統制システムの運用に努
めております。
また、内部統制システムに関する主な事項の概要は以下のとおりであります。
①内部統制システムに関する規程規則、法令、定款、社会規範等の違反やこれ
らの違反に関する社内通報等の報告に基づく事項で、コンプライアンス・リス
ク管理委員会の開催や取締役会に報告すべき重要な事項は発生しておりません。
②内部監査室は、年間監査計画に基づき各部門の内部監査を実施し、監査結果
を代表取締役社長に報告しております。
③コンプライアンスの推進については、全社員を対象に定期的に教材の視聴に
よりコンプライアンス意識の徹底・浸透に努めております。
④リスクマネジメントに関しましては、マイナンバー法施行に伴う個人情報の
流出防止を目的に、特定個人情報取扱規程の新設及び個人情報管理規程を改訂
いたしました。

　
(3) 株式会社の支配に関する基本方針

当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する
基本方針につきましては、特に定めておりません。

　

本事業報告中の記載金額は、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。
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連 結 貸 借 対 照 表

(平成30年３月31日現在)
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 7,768,971 流 動 負 債 2,200,377

現 金 及 び 預 金 2,763,499 買 掛 金 470,370

受取手形及び売掛金 2,306,620 電 子 記 録 債 務 748,510

電 子 記 録 債 権 692,662 短 期 借 入 金 350,000

商 品 及 び 製 品 1,066,433 1年内返済予定の長期借入金 78,900

仕 掛 品 287,996 リ ー ス 債 務 44,150

原材料及び貯蔵品 468,421 未 払 費 用 104,692

そ の 他 183,395 未 払 法 人 税 等 68,425

貸 倒 引 当 金 △57 賞 与 引 当 金 177,922

固 定 資 産 5,510,549 そ の 他 157,406

有 形 固 定 資 産 3,449,747 固 定 負 債 1,345,423

建 物 及 び 構 築 物 1,313,762 社 債 100,000

機械装置及び運搬具 330,833 長 期 借 入 金 307,300

土 地 1,589,297 リ ー ス 債 務 154,434

リ ー ス 資 産 175,617 退職給付に係る負債 660,477

建 設 仮 勘 定 22,926 そ の 他 123,211

そ の 他 17,309 負 債 合 計 3,545,801

無 形 固 定 資 産 91,812 純 資 産 の 部

ソ フ ト ウ ェ ア 54,188 株 主 資 本 9,208,951

ソフトウェア仮勘定 19,600 資 本 金 1,716,300

リ ー ス 資 産 13,041 資 本 剰 余 金 1,599,813

電 話 加 入 権 4,982 利 益 剰 余 金 6,116,082

投 資 そ の 他 の 資 産 1,968,988 自 己 株 式 △223,243

投 資 有 価 証 券 1,676,780 その他の包括利益累計額 524,767

繰 延 税 金 資 産 175,163 その他有価証券評価差額金 452,693

そ の 他 123,850 為 替 換 算 調 整 勘 定 112,454

貸 倒 引 当 金 △6,806 退職給付に係る調整累計額 △40,379

純 資 産 合 計 9,733,719

資 産 合 計 13,279,520 負債純資産合計 13,279,520
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連 結 損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 9,097,588

売 上 原 価 6,887,922

売 上 総 利 益 2,209,665

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,869,210

営 業 利 益 340,455

営 業 外 収 益

受 取 利 息 7,174

受 取 配 当 金 22,495

不 動 産 賃 貸 収 入 82,044

そ の 他 14,801 126,515

営 業 外 費 用

支 払 利 息 18,702

売 上 割 引 9,609

不 動 産 賃 貸 原 価 8,089

為 替 差 損 25,089

そ の 他 1,119 62,611

経 常 利 益 404,359

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,315 4,315

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 400,043

法人税、住民税及び事業税 96,254

法 人 税 等 調 整 額 18,386

当 期 純 利 益 285,402

非支配株主に帰属する当期純利益 ―

親会社株主に帰属する当期純利益 285,402
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連結株主資本等変動計算書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 1,716,300 1,599,813 5,867,955 △222,392 8,961,676

当期変動額

剰余金の配当 △37,275 △37,275

親会社株主に帰属する当期純利益 285,402 285,402

自己株式の取得 △851 △851

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) ―

当期変動額合計 ― ― 248,126 △851 247,275

当期末残高 1,716,300 1,599,813 6,116,082 △223,243 9,208,951

その他の包括利益累計額

純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算
調整勘定

退職給付に係る

調整累計額

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 267,480 145,036 △54,780 357,735 9,319,412

当期変動額

剰余金の配当 △37,275

親会社株主に帰属する当期純利益 285,402

自己株式の取得 △851

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 185,212 △32,582 14,401 167,031 167,031

当期変動額合計 185,212 △32,582 14,401 167,031 414,306

当期末残高 452,693 112,454 △40,379 524,767 9,733,719
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連結注記表

Ⅰ 連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
1. 連結の範囲に関する事項

連結子会社の数及び連結子会社の名称
連結子会社の数 ７社
連結子会社の名称 富士工香港有限公司
　 富士工精密器材(深圳)有限公司
　 株式会社三和フェルト
　 PT.FUJIKO INDONESIA
　 三和氈子香港有限公司

SANWA FELT(THAILAND)CO.,LTD.
　 SANWA FELT VIETNAM CO.,LTD.

2. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち富士工香港有限公司、富士工精密器材(深圳)有限公司、PT.FUJIKO

INDONESIA、三和氈子香港有限公司、SANWA FELT(THAILAND)CO.,LTD.、SANWA FELT VIETNAM
CO.,LTD.の決算日は12月31日であります。
連結計算書類の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用し、連結決算日との間に生じ

た重要な取引は、連結上必要な調整を行っております。なお、その他の連結子会社の決算日は
連結決算日と一致しております。
　

3. 会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券
その他有価証券

時価のあるもの………………………… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評
価差額は全部純資産直入法により処理し、売
却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの………………………… 移動平均法による原価法
② デリバティブ取引により生ずる債権及び債務

デリバティブ……………………………… 時価法
③ たな卸資産

商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品… 総平均法による原価法（収益性の低下に
よる簿価切り下げの方法）

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
建物 26年～50年
機械装置 ５年～８年

② 無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく

定額法によっております。
③ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（リース契約に残価保証の取り決めがある場
合は、当該残価保証額）とする定額法を採用しております。
　

― 16 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年05月28日 18時11分 $FOLDER; 16ページ （Tess 1.50(64) 20161024_02）



(3) 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸
念債権及び破産更生債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

② 賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
　

(4) 退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度までの期間に帰属させ
る方法については、給付算定式基準によっております。

② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異については、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（９年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会
計年度から費用処理しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（９年）に

よる定額法により費用処理しております。
③ 小規模企業等における簡便法の採用

一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期
末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。
　

(5) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
① ヘッジ会計の方法
　1．ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しており
ます。

　2．ヘッジ手段とヘッジ対象
(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)
金利スワップ 借入金の利息

　3．ヘッジ方針
借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象

の識別は個別契約毎に行っております。
　4．ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているので決算日における有効性の
評価を省略しております。

② 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

③ 計算関係書類に係る事項の金額
記載金額は、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。
　

Ⅱ 表示方法の変更
「税効果会計に係る会計基準」の一部改正の公表（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）

に伴う、会社計算規則の改正（法務省令第５号 平成30年３月26日）を当連結会計年度末から早
期適用し、繰延税金資産は流動資産又は投資その他の資産に区分する方法からすべて投資その他
の資産に表示する方法に、繰延税金負債は流動負債又は固定負債に区分する方法からすべて固定
負債の区分に表示する方法に変更しました。
この結果、前連結会計年度において区分掲記しておりました「流動資産」の「繰延税金資産」

は、当連結会計年度においては「投資その他の資産」の「繰延税金資産」に含めて表示しており
ます。
　

Ⅲ 連結貸借対照表に関する注記
　有形固定資産の減価償却累計額 7,693,576千円
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Ⅳ 連結損益計算書に関する注記
　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低下による簿価切下額

売上原価 37千円

Ⅴ 連結株主資本等変動計算書に関する注記
1. 発行済株式の種類及び総数に関する事項

当連結会計年度の末日における発行済株式の総数
普 通 株 式 1,000,000株

　
2. 配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当金

(円)
基準日 効力発生日

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 37,275 8 平成29年３月31日 平成29年６月30日

　
(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

次のとおり決議を予定しております。

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額
(千円)

１株当たり

配当金

(円)
基準日 効力発生日

平成30年６月28日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 37,266 40 平成30年３月31日 平成30年６月29日

　

Ⅵ 金融商品に関する注記
1. 金融商品の状況に関する事項

当社グループは、余剰資金について、原則として流動性が高く安全性の高い金融資産で運用
することを社内規程で定めております。
借入金及びリース債務の使途は運転資金(主として短期)及び設備投資資金(長期)であり、一

部の長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実
施しております。
受取手形及び売掛金並びに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿って

リスク低減を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式について
は四半期ごとに時価の把握を行っております。
なお、デリバティブにつきましては、リスクを回避するため利用する可能性がありますが、

投機的な取引は行わない方針であります。
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2. 金融商品の時価等に関する事項
平成30年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。
(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現金及び預金 2,763,499 2,763,499 －

(2) 受取手形及び売掛金 2,306,620 2,306,620 －

(3) 電子記録債権 692,662 692,662 －

(4) 投資有価証券

　 その他有価証券 1,438,766 1,438,766 －

資産計 7,201,549 7,201,549 －

(5) 買掛金 470,370 470,370 －

(6) 電子記録債務 748,510 748,510 －

(7) 短期借入金 350,000 350,000 －

(8) 社債 100,000 99,895 △104

(9) 長期借入金 386,200 385,927 △272

（１年内返済予定を含む）

(10) リース債務 198,585 193,408 △5,176

（１年内返済予定を含む）

負債計 2,253,666 2,248,112 △5,554

(11) デリバティブ取引 － － －

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金、(3) 電子記録債権

これらの時価について、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

(4) 投資有価証券
これらの時価について、株式等は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は取
引金融機関等から提示された価格によっております。

(5) 買掛金、(6)電子記録債務、(7) 短期借入金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。

(8) 社債
社債の時価は、元利金の合計額を当該負債の残存期間及び信用リスクを加味した利率で割
り引いた現在価値により算定しております。

(9) 長期借入金
長期借入金の時価については、元利金の合計額を、当該借入金の残存期間及び信用リスク
等を加味した利率で割り引いた現在価値により算出しております。変動金利による長期借
入金は、金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体として処
理された元利金の合計額を残存期間及び信用リスク等を加味した利率で割り引いた現在価
値により算出しております。

(10)リース債務
リース債務の時価について、その将来キャッシュ・フローを新規に同様のリース取引を行
った場合に想定される利率で割り引いた現在価値によって算定しております。

(11)デリバティブ取引
金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として
処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

(注２) 非上場株式（連結貸借対照表計上額238,014千円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・
フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、
「(4) 投資有価証券」には含めておりません。
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Ⅶ 賃貸等不動産に関する注記
1. 賃貸等不動産の状況に関する事項

当社では、兵庫県伊丹市において、賃貸用の土地を有しております。
　

2. 賃貸等不動産の時価に関する事項

(単位：千円)

連結貸借対照表計上額 時 価

45,509 1,080,000

(注) 時価の算定方法
主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて算定した金額(指標等を用いて調整を行ったも
のを含む。)であります。

　

Ⅷ １株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 10,447円58銭

2. １株当たり当期純利益 306円29銭
　（注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行いました。１

株当たり情報の各金額は、当連結会計年度の期首に株式の併合をしたと仮定して算定していま
す。
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貸 借 対 照 表
(平成30年３月31日現在)

(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 6,570,159 流 動 負 債 2,004,761

現 金 及 び 預 金 2,004,555 電 子 記 録 債 務 748,510

受 取 手 形 535,806 買 掛 金 405,304

電 子 記 録 債 権 692,662 短 期 借 入 金 350,000

売 掛 金 1,595,115 1年内返済予定の長期借入金 78,900

商 品 及 び 製 品 974,306 リ ー ス 債 務 18,986

仕 掛 品 244,809 未 払 金 99,545

原材料及び貯蔵品 388,202 未 払 法 人 税 等 22,762

前 払 費 用 31,153 預 り 金 8,874
1年内回収予定の長期貸付金 36,774 未 払 費 用 94,086

未 収 入 金 21,719 前 受 収 益 5,987

そ の 他 45,113 賞 与 引 当 金 158,020

貸 倒 引 当 金 △59 そ の 他 13,782

固 定 資 産 5,889,563 固 定 負 債 1,161,876

有 形 固 定 資 産 2,508,864 社 債 100,000

建 物 996,262 長 期 借 入 金 307,300

構 築 物 83,750 退 職 給 付 引 当 金 583,156

機 械 及 び 装 置 267,619 リ ー ス 債 務 59,807

車 両 運 搬 具 0 そ の 他 111,612

工具、器具及び備品 15,261 負 債 合 計 3,166,637

土 地 1,066,060 純 資 産 の 部

リ ー ス 資 産 58,922 株 主 資 本 8,840,391

建 設 仮 勘 定 20,986 資 本 金 1,716,300

無 形 固 定 資 産 87,868 資 本 剰 余 金 1,599,813

ソ フ ト ウ エ ア 50,426 資 本 準 備 金 1,599,813

ソフトウエア仮勘定 19,600

リ ー ス 資 産 13,041 利 益 剰 余 金 5,747,522

電 話 加 入 権 4,800 利 益 準 備 金 429,075

投 資 そ の 他 の 資 産 3,292,830 その他利益剰余金 5,318,447

投 資 有 価 証 券 1,676,780 配 当 平 均 積 立 金 110,000

関 係 会 社 株 式 1,390,677 別 途 積 立 金 5,020,800

出 資 金 80 繰 越 利 益 剰 余 金 187,647

長 期 貸 付 金 25,826

破 産 更 生 等 債 権 4,299 自 己 株 式 △223,243

長 期 前 払 費 用 34,435

繰 延 税 金 資 産 126,046 評 価 ・ 換 算 差 額 等 452,693

そ の 他 38,983 その他有価証券評価差額金 452,693

貸 倒 引 当 金 △4,299 純 資 産 合 計 9,293,085

資 産 合 計 12,459,723 負債純資産合計 12,459,723
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損 益 計 算 書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 8,166,455

売 上 原 価 6,519,461

売 上 総 利 益 1,646,993

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,607,480

営 業 利 益 39,513

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 39,998

有 価 証 券 利 息 6,189

不 動 産 賃 貸 収 入 82,044

そ の 他 15,418 143,650

営 業 外 費 用

支 払 利 息 10,705

社 債 利 息 776

売 上 割 引 9,609

不 動 産 賃 貸 原 価 8,089

為 替 差 損 37,159

そ の 他 502 66,843

経 常 利 益 116,320

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 4,315 4,315

税 引 前 当 期 純 利 益 112,004

法人税、住民税及び事業税 21,218

法 人 税 等 調 整 額 2,721

当 期 純 利 益 88,065
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株主資本等変動計算書

（平成29年４月１日から
平成30年３月31日まで）

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本
準備金

資本
剰余金
合計

利益
準備金

その他利益剰余金 利益
剰余金
合計

配当平均
積立金

別途
積立金

繰越利益
剰余金

当期首残高 1,716,300 1,599,813 1,599,813 429,075 110,000 5,020,800 136,857 5,696,732

当期変動額

剰余金の配当 △37,275 △37,275

当期純利益 88,065 88,065

自己株式の取得

株主資本以外の項目の当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― ― ― ― ― 50,789 50,789

当期末残高 1,716,300 1,599,813 1,599,813 429,075 110,000 5,020,800 187,647 5,747,522

株主資本 評価・換算差額等

純資産
合計自己株式

株主資本
合計

その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △222,392 8,790,453 267,480 267,480 9,057,933

当期変動額

剰余金の配当 △37,275 △37,275

当期純利益 88,065 88,065

自己株式の取得 △851 △851 △851

株主資本以外の項目の当期変動額(純額) 185,212 185,212 185,212

当期変動額合計 △851 49,938 185,212 185,212 235,151

当期末残高 △223,243 8,840,391 452,693 452,693 9,293,085
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個別注記表

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記
1. 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式…………… 移動平均法による原価法

その他有価証券
時価のあるもの………………………… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定）

時価のないもの………………………… 移動平均法による原価法

(2) デリバティブ取引により生ずる債権及び債務
デリバティブ……………………………… 時価法

(3) たな卸資産の評価基準及び評価方法
商品及び製品、仕掛品、原材料及び貯蔵品… 総平均法による原価法（収益性の低下によ

る簿価切り下げの方法）

　

2. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）
定額法によっております。
なお、主な耐用年数は、次のとおりであります。
建物 26年～50年
機械装置 ５年～７年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）
自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）に基づく定

額法によっております。
(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
　

3. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権及び破産更生債権等については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上して
おります。

(2) 賞与引当金
従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3) 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。
　① 退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方
法については、給付算定式基準によっております。

　② 数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数 (９年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理し
ております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(９年)による

定額法により費用処理しております。
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4. その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) ヘッジ会計の方法
　① ヘッジ会計の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしておりますので、特例処理を採用しておりま
す。

　② ヘッジ手段とヘッジ対象

(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

金利スワップ 借入金の利息

　③ ヘッジ方針
借入金の金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、ヘッジ対象の

識別は個別契約毎に行っております。
　④ ヘッジ有効性評価の方法

金利スワップについては、特例処理の要件を満たしているので決算日における有効性の評
価を省略しております。

(2) 消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

(3) 計算関係書類に係る事項の金額
記載金額は、表示単位未満の端数を切捨てて表示しております。

　
Ⅱ 表示方法の変更

「税効果会計に係る会計基準」の一部改正の公表（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）
に伴う、会社計算規則の改正（法務省令第５号 平成30年３月26日）を当事業年度末から早期適
用し、繰延税金資産は流動資産又は投資その他の資産に区分する方法からすべて投資その他の資
産に表示する方法に、繰延税金負債は流動負債又は固定負債に区分する方法からすべて固定負債
の区分に表示する方法に変更しました。
この結果、前事業年度において区分掲記しておりました「流動資産」の「繰延税金資産」は、

当事業年度においては「投資その他の資産」の「繰延税金資産」に含めて表示しております。

Ⅲ 貸借対照表に関する注記
1. 有形固定資産の減価償却累計額 7,413,726千円
　
　
2. 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短 期 金 銭 債 権 207,634千円

短 期 金 銭 債 務 17,345千円

長 期 金 銭 債 権 23,654千円
　

3. 保証債務

　当社の子会社のリース会社に対する債務保証をしております。

富士工精密器材(深圳)有限公司 割 賦 債 務 1,457千円

PT.FUJIKO INDONESIA リ ー ス 債 務 86,086千円

割 賦 債 務 2,813千円
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Ⅳ 損益計算書に関する注記
1. 関係会社との取引高

　 営業取引による取引高

売 上 高 318,372千円

仕 入 高 388,024千円

　 営業取引以外の取引による取引高 19,568千円

　
2. 通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性低下による簿価切下額

売上原価 △2,498千円

Ⅴ 株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式に関する事項
当事業年度の末日における自己株式の種類及び株式数

普 通 株 式 68,328株

　

Ⅵ 税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳
(繰延税金資産)
　賞与引当金 48,322千円
　棚卸資産評価損 48,350千円
未払役員退職慰労金 4,869千円

　退職給付引当金 178,329千円
　投資有価証券評価損 20,397千円
　貸倒引当金 1,332千円
未払事業税 4,685千円

　減損損失 40,590千円
　その他 1,312千円
　 繰延税金資産小計 348,191千円
　評価性引当額 △35,097千円
　 繰延税金資産合計 313,093千円
(繰延税金負債)
　その他有価証券評価差額金 185,778千円
前払年金費用 1,268千円

　 繰延税金負債合計 187,046千円
　 繰延税金資産の純額 126,046千円

Ⅶ １株当たり情報に関する注記
1. １株当たり純資産額 9,974円63銭

2. １株当たり当期純利益 94円51銭
（注）当社は、平成29年10月１日付で普通株式５株に対し普通株式１株の割合で株式併合を行いまし

た。１株当たり情報の各金額は当事業年度の期首に株式の併合をしたと仮定して算定していま
す。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年５月14日

株式会社フジコー
取 締 役 会 御 中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 梅 田 佳 成 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 槻 櫻 子 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社フジコーの平成29年４月１日
から平成30年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結

計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運
用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に

対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる
監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を
実施することを求めている。

監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施
される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽
表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について
意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討
する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行わ
れた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計

の基準に準拠して、株式会社フジコー及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。
以 上
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会計監査人の監査報告書謄本

独立監査人の監査報告書
平成30年５月14日

株式会社フジコー
取 締 役 会 御 中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 梅 田 佳 成 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 槻 櫻 子 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社フジコーの平成29年４
月１日から平成30年３月31日までの第68期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算

書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重
要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と
判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びそ

の附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥
当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及び
その附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画
を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及
びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的
は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書
の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方
針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及
びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益
の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関

係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書謄本

監 査 報 告 書
当監査役会は、平成29年４月１日から平成30年３月31日までの第68期事業年度の取締役の職務

の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、
以下のとおり報告いたします。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
(1)監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につ
いて報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、
必要に応じて説明を求めました。
(2)各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門そ
の他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の
方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所の業務
及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役等と意思疎通及
び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。
②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なも
のとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の
内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用
人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明いたしました。
③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証すると
ともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計
算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28日企業会計
審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書
類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検
討いたしました。
2. 監査の結果
　(1) 事業報告等の監査結果

① 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示している
ものと認めます。

② 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

③ 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内
部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務執行についても、指摘すべ
き事項は認められません。

　(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　(3) 連結計算書類の監査結果
会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　 平成30年５月15日

株式会社 フジコー 監査役会

常勤監査役 野 瀬 義 一 ㊞

監 査 役 調 俊 彦 ㊞

監 査 役 打 越 誠 ㊞
(注) 監査役調俊彦及び打越誠の両氏は、会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外監

査役であります。

以 上
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株主総会参考書類
　

議案及び参考事項

第１号議案　 剰余金の処分の件

当期配当金につきましては、安定的な配当の継続を基本とし、当期業績、

今後の事業計画と財務状態等を総合的に勘案して下記のとおりとさせてい

ただきたいと存じます。

期末配当に関する事項

1. 配当財産の種類

金銭と致します。

2. 株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき40円 総額37,266,880円

3. 剰余金の配当が効力を生じる日

平成30年６月29日
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第２号議案　 取締役２名選任の件

本総会の終結の時をもって取締役稲田一英、村井健三の両氏は任期満了

となります。つきましては、取締役２名の選任をお願いするものでありま

す。

取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

氏 名
(生 年 月 日)

略歴及び重要な兼職の状況、
ならびに当社における地位及び担当

所有する当
社株式の数

１
稲
い な た

田　 一
か ず ひ で

英

(昭和36年２月13日生)

昭和57年３月 当社入社

4,800株

平成11年４月 当社開発部長

平成12年７月 当社開発１部長

平成18年６月 当社取締役開発１部長

平成19年６月 当社取締役製造担当兼開発１部長

平成20年４月 当社取締役製造担当

平成21年６月 当社取締役本社製造担当兼開発担当

平成22年４月 当社取締役開発本部長兼生販管理部担当

平成23年６月 当社取締役製造本部長兼生販管理部担当兼品質保証室

担当

平成24年７月 当社取締役開発部、本社製造第１部、本社製造第２部、

品質保証室担当

平成25年２月 当社取締役開発、製造、生産技術、品質保証室 担当

兼 一関製造部長 兼 PT.FUJIKO INDONESIAコミサリス

平成25年10月 当社取締役開発、製造、生産技術、品質保証、生販管

理 担当兼一関製造部長兼PT.FUJIKO INDONESIAコミサリ

ス

平成26年４月

平成27年７月

当社常務取締役開発、製造、生産技術、品質保証、生販管

理担当兼一関製造部長兼PT.FUJIKO INDONESIAコミサリ

ス

当社常務取締役製造統括、開発、品質保証、生販管理担当

兼PT.FUJIKO INDONESIAコミサリス

平成30年２月 当社常務取締役製造統括、開発、品質保証、生販管理担当

兼生産技術部長兼品質保証室長兼一関製造部長兼

PT.FUJIKO INDONESIAコミサリス（現在に至る）

２
村
む ら い

井　 健
け ん ぞ う

三

(昭和31年７月11日生)

昭和55年３月 当社入社

3,500株

平成13年４月 当社東京営業統括情報通信資材部長

平成20年６月 当社取締役

平成21年５月 当社取締役東京営業統括部長兼情報通信資材部長

平成22年４月 当社取締役営業本部長兼営業業務部長

平成24年１月 当社取締役営業本部長兼東京営業部門長兼東京営業第

１部長兼東京営業第２部長兼営業業務部長

平成24年７月 当社取締役営業本部長兼東京営業部長

平成25年２月 当社取締役営業本部長兼東京営業部長、海外事業部長

平成25年７月 当社取締役営業、市場開発、物流担当兼海外事業部長

平成25年10月 当社取締役東京営業部長兼海外事業部長

平成30年４月 当社取締役営業副統括兼海外事業部長(現在に至る)
　

(注) 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　

以 上
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伊丹小

至川西

至宝塚

至西宮

至尼崎

常岡病院

至宝塚

至大阪至尼崎至塚口

アリオ２

長寿蔵

いたみ
ホール

三井住友
ＢＫ

ＪＡ
兵庫六甲

阪
 急
　伊
　 丹
　　線

ファミリー
マート

阪急
伊丹駅

関西
スーパー

伊丹
シティホテル

有岡
城跡

伊
丹
局

Ｊ
Ｒ
福
知
山
線

至
空
港

Ｊ
Ｒ
伊
丹
駅

Ｎ

フジコー

フジコー

五
合
橋
線

産
業
道
路

株主総会会場ご案内

　 会 場　 兵庫県伊丹市中央６丁目２番33号

　 伊丹シティホテル（11階 寿の間）

　 電話 072(777)1111 <大代表>

　 最寄駅　 阪急伊丹線伊丹駅下車、徒歩５分

　 JR福知山線伊丹駅下車、徒歩８分
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